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(図１)用語としての「企業の社会的責任（ＣＳＲ）」に対する認識（単数回答） 
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（図２）ＣＳＲに含まれる項目と社是・社訓・経営理念等に含まれる項目 
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（図３）ＣＳＲに含まれる項目と社是・社訓・経営理念等に含まれる項目 

           (大企業)（複数回答） 
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（図４）ＣＳＲに含まれる項目 (企業規模別)（複数回答） 
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中小企業（Ｎ＝779） 大企業（Ｎ＝65） 経済同友会2002年11月調査(注）(N=641)

(注）・経済同友会調査の対象は、①経済同友会会員所属企業の代表者（社長等各社より会員1名）、②東証１･2部上場
　　　 企業の代表者(社長）。
　　  ・選択肢①、④内の「製・商品」の部分は、経済同友会では、「商品」として調査している。
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（図５）社是・社訓・経営理念等に含まれる項目 (企業規模別)（複数回答） 
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（図６）ＣＳＲの意味 (企業規模別)（２項目以内複数回答） 
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経済同友会2002年11月調査(注）（Ｎ＝639）

(注）経済同友会調査の対象は、①経済同友会会員所属企業の代表者（社長等各社より会員1名）、
　　　②東証１･2部上場企業の代表者(社長）。

 
 

（図７）法令順守への取り組み状況 (企業規模別)（単数回答） 
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（図８）事業上の関係者 (中小企業)（５項目以内複数回答） 
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（図９）事業上の関係者 (大企業)（５項目以内複数回答） 
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(注）選択肢の番号は、中小企業の「現在、重視している事業上の関係者」の順位。
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（図 10）現在、重視している事業上の関係者 (企業規模別) 
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（図 11）今後、重要性を増すと考えられる事業上の関係者 (企業規模別) 
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（図 12）企業統治に関して、現在重視している取り組み(中小企業) 
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（図 13）企業統治に関して、現在重視している取り組み(大企業) 

（５項目以内複数回答） 

（注）選択肢の番号は、中小企業の「現在、重視している取り組み」の順位。
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（図 14）企業統治に関して、現在重視している取り組み(企業規模別) 

（５項目以内複数回答） 
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（図 15）企業統治に関して、今後、新たに必要となる取り組み(企業規模別) 

（５項目以内複数回答） 

（注）選択肢の番号は、中小企業の「現在、重視している取り組み」の順位。
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（図 16）「環境保全」について重視している取り組み(企業規模別) 

（３項目以内複数回答） 
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（注）・グリーン調達・グリーン購入：環境への負荷が少ない原材料･部品等の購入･調達。
　　　・環境報告書・環境会計：廃棄物等の排出（環境への負荷）や植林（環境への貢献）等を社外へ開示する
　　　　書類。
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（図 17）「従業員の生活・教育・人権」について重視している取り組み 

(企業規模別)（３項目以内複数回答） 
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（図 18）「地域や社会への貢献・責任」について重視している取り組み 

(企業規模別)（３項目以内複数回答） 
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（図 19）「企業の社会的責任（ＣＳＲ）」と関連する取り組みに対する自己評価 
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　　　・大企業には、（１）から（６）までに「全く行えていない」と回答した企業はない。
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（図 20）「企業の社会的責任（ＣＳＲ）」に取り組めない理由(企業規模別) 

（3 項目以内複数回答） 
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(注）・対象は、図表１９の「（６）ＣＳＲ全般」について、「全く行えていない」または「あまり行えていない」と回答した企業。
　　　・大企業のサンプル数が極端に少ないことには注意を要する。
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（図 21）「企業の社会的責任（ＣＳＲ）」に取り組む目的・理由(企業規模別) 

（3 項目以内複数回答） 
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3.95.0
1.7

20.0

1.7
0

20

40

60

80

100

経
営
理
念
等

に
社
会
的
責
任
の
履
行
が
含
ま
れ

て
い
る

企
業
イ
メ
ー
ジ
の
向
上

従
業
員
の
満
足
の
向
上

販
売
先

・
納
入
先
か
ら
の
期
待

・
要
請

売
り
上
げ
の
増
加

コ
ス
ト
の
削
減

消
費
者
か
ら
の
期
待

・
要
請

官
公
庁

・
公
的
機
関
か
ら
の
期
待

・
要
請

取
引
金
融
機
関

・
社
債
権
者
か
ら
の
期
待

・
要
請

そ
の
他

競
合
す
る
同
業
者
が

Ｃ
Ｓ
Ｒ
に
取
り
組
ん
で
い
る
の
で

対
抗
策
と
し
て

公
的
な
支
援
策

（
減
税

、
補
助
金
等

）
の
利
用

（％）

中小企業（Ｎ＝406） 大企業（Ｎ＝60）

(注）・対象は、図表19の「(6)ＣＳＲ全般」について、「十分行えている」または「大体行えている」と回答した企業。
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（図 22）「企業の社会的責任（ＣＳＲ）」に取り組んだことによるメリット 

(企業規模別)（3項目以内複数回答） 

56.7

15.9

16.2

14.0

13.4

98.3

72.9

6.8
0.8

52.9

79.7

3.0

44.1

5.1

6.8

6.8

3.4

1.7

0 20 40 60 80 100

企業イメージの向上

販売先・納入先との関係強化

従業員の満足度の向上

コストの削減

官公庁・公的機関との関係強化

取引金融機関・社債権者との関係強化

売り上げ数量の増加

売り上げ単価の上昇

その他

（％）

中小企業（Ｎ＝365）

大企業（Ｎ＝59）

(注）・対象は、図表19の「(6)ＣＳＲ全般」について、「十分行えている」または「大体行えている」と回答した企業。

 

 
（図 23）「企業の社会的責任（ＣＳＲ）」に取り組んだことによるデメリット 

(企業規模別)（3項目以内複数回答） 

33.4

13.4

13.4

8.2

6.9

2.3

81.1

2.7

51.8

73.8

2.7

16.2

48.6

0 20 40 60 80 100

コストの増加

人手の不足

経営・事業活動の自由度の低下

売り上げ単価の低下

従業員の満足度の低下

売り上げ数量の減少

売り上げ単価の上昇

その他

（％）

中小企業（Ｎ＝305）

大企業（Ｎ＝37）

(注）・対象は、図表19の「(6)ＣＳＲ全般」について、「十分行えている」または「大体行えている」と回答した企業。
  　　・中小企業については１％未満の少数回答として、「コストの削減」「取引金融機関・社債権者との関係強化」
　　　　「官公庁・公的機関との関係強化」「売上数量の増加」「販売先・納入先との関係強化」がある。
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（図 24）「企業の社会的責任（ＣＳＲ）」に対する支援策の必要性 

(企業規模別)（単数回答） 

(注） ・四捨五入の関係上、構成比の合計が１００に一致しない場合がある。
・第三者認証：企業をはじめとする組織が、ＪＩＳやＩＳＯなどの規格に適合した活動（製造、サービスの提供、社内
　　　　　　　　　プロセス等）を行っているかどうかを、第三者である登録機関が審査・承認し対外的に証明すること。

23.5

16.3

13.1

22.4

4.8

7.6

7.5

6.1

48.8

51.1

46.9

53.8

28.1

42.3

38.1

33.6

9.3

9.0

11.5

7.3

13.5

12.6

15.8

16.4

11.8

13.8

20.3

14.3

35.2

27.9

28.9

30.1

6.5

9.8

8.2

2.3

18.3

9.6

9.7

13.8

020406080100

（１）様々な取り組みを行うと利用できる
減税措置

（２）様々な取り組みに対する補助金

（３）資金調達上の優遇
　(ＣＳＲ関連の制度融資等)

（４）官公庁・公的機関・経済団体等
　　　からの情報提供

（５）官公庁・公的機関、経済団体等に
よる表彰制度と表彰を通じた企業のＰＲ

（６）積極的に取り組んでいる企業を
　　メディアで紹介・ＰＲすること

（７）販売先から価格面等、取引上の
優遇を受けられること

（８）「企業の社会的責任（ＣＳＲ）」
についての「第三者認証」

(中小企業）
（％）

不可欠 必要性が高い 何とも言えない 必要性は低い 不要

（Ｎ＝739）

（Ｎ＝734）

（Ｎ＝729）

（Ｎ＝725）

（Ｎ＝721）

（Ｎ＝720）

（Ｎ＝718)

14.1

3.2

3.2

15.9

6.3

3.2

3.2

6.3

51.6

42.9

38.1

60.3

36.5

73.0

25.4

17.2

9.4

17.5

19.0

7.9

17.5

6.3

23.8

18.8

12.5

17.5

20.6

9.5

28.6

14.3

33.3

29.7

12.5

19.0

19.0

6.3

11.1

3.2

14.3

28.1

0 20 40 60 80 100

（Ｎ＝64）

（Ｎ＝63）

（Ｎ＝63）

（Ｎ＝63）

（Ｎ＝63）

（Ｎ＝63）

（Ｎ＝63）

（Ｎ＝64）

(大企業）

（％）

（Ｎ＝723）
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（図 25）用語としての「企業の社会的責任（ＣＳＲ）」に対する認識 

(資本金階級別)（単数回答） 

7.3

9.7

4.4

35.0

36.7

30.1

28.0

27.5

48.3

40.5

48.7

54.0

55.2

45.0

9.4

8.3

4.9

13.3

25.0

2.5

3.5

9.3 42.0

11.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全産業(N=768)

１千万円超２千万円以下(N=205)

２千万円超４千万円以下(N=267)

４千万円超５千万円以下(N=113)

５千万円超１億円以下(N=143)

１億円超３億円以下(N=40)

知らなかった

見聞きしたことはあるが、内容についてはあまり知らない

見聞きしたことがあり、内容については大まかに知っている

見聞きしたことがあり、内容についても詳しく知っている

70.0

68.5

65.5

53.6

48.8
57.7
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（図 26）用語としての「企業の社会的責任（ＣＳＲ）」に対する認識 

(従業員数階級別)（単数回答） 

7.3

9.0

7.8

2.1

4.0

10.8

5.5

3.4

35.0

39.8

33.0

41.3

19.8

27.8

39.5

36.3

21.0

48.3

41.5

44.8

53.7

43.4

58.4

33.3

44.1

49.6

54.6

9.4

3.1

6.3

5.5

13.3

17.8

38.9

5.6

8.6

21.0

16.9 38.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全産業(N=768)

１～５人(N=65）

６～２０人(N=221)

２１～５０人(N=218)

５１～１００人（N=143)

１０１～３００人(N=101)

３０１人以上(N=18)

[以下は別途集計]

１～２０人(N=286）

２１～１００人(N=361)

１０１人以上(N=119)

知らなかった

見聞きしたことはあるが、内容についてはあまり知らない

見聞きしたことがあり、内容については大まかに知っている

見聞きしたことがあり、内容についても詳しく知っている

57.7 44.6

51.1

59.2

56.6

76.2

72.2

49.7

58.2

75.6
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（図 27）ＣＳＲに含まれる項目対する認識(中小企業：資本金階級別) 

（複数回答） 

33.9 32.9

20.8

58.7

39.4

30.5 31.2

20.6

77.6

58.6 56.9

50.0 51.0

44.4

39.1
35.5

21.1

58.7

67.1

79.5

48.7

10.4

41.3

48.0

52.9

73.7

46.147.8

71.2
78.9

50.3

65.1

9.9

70.4

80.3

11.2

0

20

40

60

80

100

よ
り
良

い
製

･

商
品

、
サ
ー
ビ

ス
を
提
供
す
る

こ
と

法
令
を
順
守
し

、
倫
理
的
行
動
を
と
る

こ
と

収
益
を
あ
げ

、
税
金
を
納
め
る

こ
と

人
体

に
有
害
な
製

・
商
品

、
サ
ー
ビ

ス
を
提
供
し
な

い
こ
と

地
球
環
境

の
保
護

に
貢
献
す
る

こ
と

人
権
を
尊
重

・
保
護
す
る

こ
と

貴
社

・
貴
方
が
所
在
す
る
地
域
社
会

の
発
展

に
寄
与
す
る

こ
と

新
た
な
技
術
や
知
識
を
生
み
出
す

こ
と

株
主
や
オ
ー

ナ
ー

に
配
当
す
る

こ
と

雇
用
を
創
出
す
る

こ
と

フ
ィ
ラ

ン
ソ
ロ
ピ
ー
や
メ
セ
ナ
活
動
を
通
じ
て

、
社
会

に
貢
献
す

る

こ
と

世
界
各
地

の
貧
困
や
紛
争

の
解
決

に
貢
献
す
る

こ
と

（％）

全産業(N=779）

１千万円超４千万円以下（N=475)

４千万円超３億円以下（N=304)

(注）グラフの数値の内、内側中にあるのは「1千万円超4千万円以下」の企業。
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（図 28）ＣＳＲに含まれる項目対する認識(中小企業：従業員数階級別) 

(複数回答) 

33.9 32.9

59.6

38.7
30.5 27.7

22.3

73.7 57.8 51.8 50.1 47.9 44.4 36.4 34.8 20.0

82.5

72.5

63.3

40.0

20.8

58.7

67.1

79.5

48.7

10.4

41.3

48.0

52.9

73.7

47.345.2

70.2
77.7

50.0

66.1

11.0

66.680.3 9.0

35.0

20.0

39.2

13.3

50.0
53.3

60.0

80.8

0

20

40

60

80

100

よ
り
良

い
製

･
商
品

、
サ
ー
ビ

ス
を
提
供
す
る

こ
と

法
令
を
順
守
し

、
倫
理
的
行
動
を
と
る

こ
と

収
益
を
あ
げ

、
税
金
を
納
め
る

こ
と

人
体

に
有
害
な
製

・
商
品

、
サ
ー
ビ

ス
を
提
供
し
な

い
こ
と

地
球
環
境

の
保
護

に
貢
献
す
る

こ
と

人
権
を
尊
重

・
保
護
す
る

こ
と

貴
社

・
貴
方
が
所
在
す
る
地
域
社
会

の
発
展

に
寄
与
す
る

こ
と

新
た
な
技
術
や
知
識
を
生
み
出
す

こ
と

株
主
や
オ
ー

ナ
ー

に
配
当
す
る

こ
と

雇
用
を
創
出
す
る

こ
と

フ
ィ
ラ

ン
ソ
ロ
ピ
ー
や
メ
セ
ナ
活
動
を
通
じ
て

、
社
会

に
貢
献
す

る

こ
と

世
界
各
地

の
貧
困
や
紛
争

の
解
決

に
貢
献
す
る

こ
と

（％）

全産業(N=779）

１～２０人（N=292)

２１～１００人（N=365)

１０１人以上（N=120)

(注）・全産業には従業員数無回答の2社を含む。
　　　・矢印で指定されている場合を除き、数値の位置は「１～２１人」が内側中、「２１～１００人」が内側下。
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（図 29）ＣＳＲの意味 (中小企業：資本金階級別) 

(2 項目以内複数回答) 

12.4

35.3

67.4

11.3

34.0
45.5

38.5

2.3

67.6

5.2

33.0

2.1

6.7

68.0

29.4

2.6

14.2

3.0

0 20 40 60 80 100

特に意味はない

利益が出た際の社会に対する利益還元である

社会に存在する企業として、払うべきコストである

将来の利益を生み出す投資である

経営の中核に位置付けるべき重要課題である

その他

（％）

全産業
(N=782)

１千万円超
４千万円以下
（N=479)

４千万円超
１億円以下
（N=303)

 
 
（図 30）ＣＳＲの意味 (中小企業：従業員数階級別) 

(2 項目以内複数回答) 

12.4

33.0

5.2

67.6

2.3

38.5

31.5

7.7

66.4

35.9

8.4

2.0

37.2

69.7

34.2

3.3

15.4

2.5

22.7

2.5

15.1

2.5

60.5

64.7

0 20 40 60 80 100

特に意味はない

利益が出た際の社会に対する利益還元である

社会に存在する企業として、払うべきコストである

将来の利益を生み出す投資である

経営の中核に位置付けるべき重要課題である

その他

（％）

全産業(N=782)

1～２０人（N=298)

２１～１００人（N=363)

１０１人以上（N=119)

(注）全産業には従業員数無回答の2社を含む。  
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（図 31）法令順守への取り組み状況(中小企業） 

（事業活動上順守すべき法規制の現状を「正確に」把握している：属性別） 

（単数回答） 

68.6

65.4

73.8

66.7

69.5

67.8

66.2

78.3

69.8

62.8

70.7

72.7

64.3

68.3

78.9

75.0

69.3

31.4

34.6

26.2

33.3

30.5

32.2

33.8

21.7

30.2

37.2

29.3

27.3

35.7

31.7

21.1

25.0

30.7

0 20 40 60 80 100

全産業(N=778)

[資本金階級（別途集計）]

1千万円超４千万円以下（N=477)

４千万円超３億円以下（N=401）

[業種]

製造業（N=222)

非製造業（N=550)

[従業員数階級（別途集計）]

１～２０人(N=295）

２１～１００人（N=361）

１０１人以上（N=120)

[直近決算での経常損益の状況]

黒字(N=529)

収支均衡（トントン）(N=148)

赤字(N=99)

[主要な販売先の態様]

国内の株式公開企業（1社に限らず）に
売上高の50％超を依存(N=256)

国内の株式非公開企業に
売上高の50％超を依存(N=305)

国内の一般消費者に
売上高の50％超を依存(N=82)

国内の官公庁・公的機関に
売上高の50％超を依存(N=38)

海外（の企業､一般消費者､官公庁・公的機関）に
売上高の50％超を依存（N=16)

上記以外（N=75)

（％）はい いいえ

(注）・全産業には、資本金階級、業種、従業員数、経常損益の状況、主要な販売先の態様の無回答企業を含む。
 

 



 86

（図 32）法令順守への取り組み状況(中小企業） 

（法令順守の基本方針や具体的なマニュアルを作成している：属性別） 

（単数回答） 

29.8

24.9

37.4

32.4

29.1

18.2

32.3

51.2

34.0

21.6

20.2

36.1

23.8

29.3

33.3

31.3

29.7

70.2

75.1

62.6

67.6

70.9

81.8

67.7

48.8

66.0

78.4

79.8

63.9

76.2

70.7

66.7

68.8

70.3

0 20 40 60 80 100

全産業（N=779)

[資本金階級（別途集計）]

１千万円超４千万円以下（N=477)

４千万円超３億円以下（N=302)

[業種]

製造業（N=219)

非製造業（N=554)

[従業員数階級（別途集計）]

１～２０人（N=297)

２１～１００人(N=359）

１０１人以上（N=121)

[直近決算での経常損益の状況]

黒字（N=530）

収支均衡（トントン）（N=148)

赤字（N=99）

[主要な販売先の態様]

国内の株式公開企業（1社に限らず）に
売上高の50％超を依存（N=255)

国内の株式非公開企業に
売上高の50％超を依存（N=307)

国内の一般消費者に
売上高の50％超を依存（N=82)

国内の官公庁・公的機関に
売上高の50％超を依存（N=39)

海外（の企業､一般消費者､官公庁・公的機関）に
売上高の50％超を依存（N=16)

上記以外（N=７４）

（％）はい いいえ

(注）・全産業には、資本金階級、業種、従業員数、経常損益の状況、主要な販売先の態様の無回答企業を含む。
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（図 33）法令順守への取り組み状況(中小企業） 

（法務の担当部署または担当役員（経営者自身を含む）を設置している：属性別） 

（単数回答） 

21.1

18.1

25.8

18.6

22.1

15.9

20.9

33.6

23.4

15.0

18.2

23.0

19.7

19.8

20.0

12.5

23.0

78.9

81.9

74.2

81.4

77.9

84.1

79.1

66.4

76.6

85.0

81.8

77.0

80.3

80.2

80.0

87.5

77.0

0 20 40 60 80 100

全産業（N=778)

[資本金階級（別途集計）]

１千万円超４千万円以下（N=475)

４千万円超３億円以下（N=302)

[業種]

製造業（N=220)

非製造業（N=552)

[従業員数階級（別途集計）]

１～２０人（N=296)

２１～１００人(N=358）

１０１人以上（N=122)

[直近決算での経常損益の状況]

黒字（N=530)

収支均衡（トントン）（N=147)

赤字（N=99)

[主要な販売先の態様]

国内の株式公開企業（1社に限らず）に
売上高の50％超を依存（N=256)

国内の株式非公開企業に
売上高の50％超を依存（N=305)

国内の一般消費者に
売上高の50％超を依存（N=81)

国内の官公庁・公的機関に
売上高の50％超を依存（N=40)

海外（の企業､一般消費者､官公庁・公的機関）に
売上高の50％超を依存（N=16)

上記以外（N=74）

（％）はい いいえ

(注）・全産業には、資本金階級、業種、従業員数、経常損益の状況、主要な販売先の態様の無回答企業を含む。
 



 88

（図 34）法令順守への取り組み状況（中小企業） 

（法令順守への従業員の取り組みを人事考課で評価している：属性別） 

（単数回答） 

25.9

23.1

30.4

18.7

28.7

20.7

29.2

29.2

28.3

22.3

18.2

24.2

25.2

25.6

40.0

37.5

24.3

74.1

76.9

69.6

81.3

71.3

79.3

70.8

70.8

71.7

77.7

81.8

75.8

74.8

74.4

60.0

62.5

75.7

0 20 40 60 80 100

全産業(N=776)

[資本金階級（別途集計）]

１千万円超４千万円以下（N=477)

４千万円超３億円以下（N=299)

[業種]

製造業（N=219)

非製造業（N=551)

[従業員数階級（別途集計）]

１～２０人（N=295)

２１～１００人(N=359）

１０１人以上（N=120)

[直近決算での経常損益の状況]

黒字（N=527)

収支均衡（トントン）（N=148)

赤字（N=99)

[主要な販売先の態様]

国内の株式公開企業（1社に限らず）に
売上高の50％超を依存（N=252)

国内の株式非公開企業に
売上高の50％超を依存（N=306)

国内の一般消費者に
売上高の50％超を依存（N=82)

国内の官公庁・公的機関に
売上高の50％超を依存（N=40)

海外（の企業､一般消費者､官公庁・公的機関）に
売上高の50％超を依存（N=16)

上記以外（N=74)

（％）はい いいえ

(注）・全産業には、資本金階級、業種、従業員数、経常損益の状況、主要な販売先の態様の無回答企業を含む。  
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（図 35）法令順守への取り組み状況（中小企業） 

（順法精神に則り自主的に法規制を上回る倫理的な経営を行っている：属性別） 

（単数回答） 

47.2

44.2

52.0

46.3

47.5

50.3

41.2

57.9

49.2

41.5

44.8

43.9

46.1

53.1

56.4

68.8

47.2

52.8

55.8

48.0

53.7

52.5

49.7

58.8

42.1

50.8

58.5

55.2

56.1

53.9

46.9

43.6

31.3

52.8

0 20 40 60 80 100

全産業（N=771)

[資本金階級（別途集計）]

１千万円超４千万円以下（N=473)

４千万円超３億円以下（N=298)

[業種]

製造業（N=218)

非製造業（N=547)

[従業員数階級（別途集計）]

１～２０人（N=294)

２１～１００人(N=354）

１０１人以上（N=121)

[直近決算での経常損益の状況]

黒字（N=526)

収支均衡（トントン）（N=147)

赤字（N=96)

[主要な販売先の態様]

国内の株式公開企業（1社に限らず）に
売上高の50％超を依存（N=253)

国内の株式非公開企業に
売上高の50％超を依存（N=304)

国内の一般消費者に
売上高の50％超を依存（N=81)

国内の官公庁・公的機関に
売上高の50％超を依存（N=39)

海外（の企業､一般消費者､官公庁・公的機関）に
売上高の50％超を依存（N=16)

上記以外（N=72)

（％）はい いいえ

(注）・全産業には、資本金階級、業種、従業員数、経常損益の状況、主要な販売先の態様の無回答企業を含む。
    　・四捨五入の関係上、構成比の合計が100にならない場合がある。
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（図 36）法令順守への取り組み状況（中小企業） 

（[法令順守」に関する問題が発生した場合には、その都度、経営者･役員、 

あるいは問題が発生した部署の従業員が対応している：属性別） 

（単数回答） 

91.7

89.8

95.9

89.1

93.1

83.1

97.5

93.8

90.5

91.9

96.0

94.0

88.7

100.0

75.0

100.0

92.3

8.3

10.2

4.1

10.9

6.9

16.9

2.5

6.3

9.5

8.1

4.0

6.0

11.3

0.0

25.0

0.0

7.7

0 20 40 60 80 100

全産業(N=157)

[資本金階級（別途集計）]

１千万円超４千万円以下（N=108)

４千万円超３億円以下（N=49)

[業種]

製造業（N=55)

非製造業（N=101)

[従業員数階級（別途集計）]

１～２０人（N=59)

２１～１００人(N=81）

１０１人以上（N=16)

[直近決算での経常損益の状況]

黒字（N=95)

収支均衡（トントン）（N=37)

赤字（N=25)

[主要な販売先の態様]

国内の株式公開企業（1社に限らず）に
売上高の50％超を依存（N=50)

国内の株式非公開企業に
売上高の50％超を依存（N=71)

国内の一般消費者に
売上高の50％超を依存（N=16)

国内の官公庁・公的機関に
売上高の50％超を依存（N=4)

海外（の企業､一般消費者､官公庁・公的機関）に
売上高の50％超を依存（N=2)

上記以外（N=13)

（％）はい いいえ

(注）・対象は、図31から図35までの質問に全て「いいえ」と回答した企業。
　　・全産業には、資本金階級、業種、従業員数、経常損益の状況、主要な販売先の態様の無回答企業を含む。
    　・四捨五入の関係上、構成比の合計が100にならない場合がある。
　　・主要な販売先の態様の内訳については、標本数が極端に少ないものがあることに注意を要する。  
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（図 37）企業統治に関して、現在重視している取り組み(中小企業） 

（資本金階級別(別途集計）：５項目以内複数回答） 

2.7

8.9

58.2

13.5

20.2

24.5

31.0

52.6

53.4

56.6

11.7

9.8

29.8

2.4

11.8

54.8

8.8

24.8

12.2

56.1

28.7

9.6

19.3

50.7

25.9

52.0

3.3

9.2

63.3

57.4

55.4

55.4

38.7

31.5

23.9

21.6

16.1

10.8

10.2

0 10 20 30 40 50 60 70

事故、不祥事等への体制整備
（予防策･発生時の対策の策定）

従業員への業績・決算関係
書類等の説明・開示

金融機関・社債権者への業績・
決算関係書類等の説明・開示

ホームページや朝礼等での事業上の
関係者への経営方針の周知徹底

株主への配当原資としての
利益の追求

仕入先・調達先が行っている環境・
安全・衛生対策、社会・従業員等
への貢献に関する情報の収集

事故、不祥事への対応策を継続的に
見直すこと

事故、不祥事への対応策を本業の
改善に活用すること

販売先への業績・決算関係書類等
の説明・開示

社長の選任、報酬額決定の手続き・
過程の明確化・透明化

金融機関・社債権者以外の債権者
への業績等の説明・開示

非常勤役員や経済団体といった社外の
意見を経営に導入･反映すること

事業活動・運営についての消費者、
環境保護、人権団体等との対話

（％）

全産業（N=772)

１千万円超４千万円以下（N=467)

４千万円超３億円以下（N=305)
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（図 38）企業統治に関して、今後、新たに必要となる取り組み(中小企業） 

（資本金階級別(別途集計）：上位５項目以内複数回答） 

37.4

9.1

15.3

30.6

12.0

29.3

19.2

29.9

27.4

13.0

33.0

26.0

19.8

12.9

18.9

29.2

25.4

6.2

37.1

31.8

17.2

27.8

22.7

35.4

12.4

18.4

13.5

12.4

13.8

30.5

33.1

37.8

19.6

29.5

10.5

28.7

29.5

30.9

21.8

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45

事故、不祥事等への体制整備
（予防策･発生時の対策の策定）

従業員への業績・決算関係
書類等の説明・開示

金融機関・社債権者への業績・
決算関係書類等の説明・開示

ホームページや朝礼等での事業上の
関係者への経営方針の周知徹底

株主への配当原資としての
利益の追求

仕入先・調達先が行っている環境・
安全・衛生対策、社会・従業員等
への貢献に関する情報の収集

事故、不祥事への対応策を継続的に
見直すこと

事故、不祥事への対応策を本業の
改善に活用すること

販売先への業績・決算関係書類等
の説明・開示

社長の選任、報酬額決定の手続き・
過程の明確化・透明化

金融機関・社債権者以外の債権者
への業績等の説明・開示

非常勤役員や経済団体といった社外の
意見を経営に導入･反映すること

事業活動・運営についての消費者、
環境保護、人権団体等との対話

（％）

全産業（N=693)

１千万円超４千万円以下（N=418)

４千万円超３億円以下（N=275)
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（図 39）企業統治に関して、現在重視している取り組み(中小企業） 

（従業員数階級別(別途集計）：５項目以内複数回答） 

70.2

33.9

27.3

21.5

10.7

2.7

8.9

58.2

13.5

20.2

24.5

31.0

52.6

53.4

56.6

11.7

9.8

29.8

4.2

11.8

49.0

12.2

17.7

15.6

58.0

30.9

12.2

16.7

40.6

28.1

55.6

1.7

5.8

61.3

58.6

50.3

60.5

32.9

29.0

26.8

20.7

12.2

9.7

9.4

57.0

47.9

57.0

32.2

28.9

8.3

5.8

2.5

0 10 20 30 40 50 60 70 80

事故、不祥事等への体制整備
（予防策･発生時の対策の策定）

従業員への業績・決算関係
書類等の説明・開示

金融機関・社債権者への業績・
決算関係書類等の説明・開示

ホームページや朝礼等での事業上の
関係者への経営方針の周知徹底

株主への配当原資としての
利益の追求

仕入先・調達先が行っている環境・
安全・衛生対策、社会・従業員等
への貢献に関する情報の収集

事故、不祥事への対応策を継続的に
見直すこと

事故、不祥事への対応策を本業の
改善に活用すること

販売先への業績・決算関係書類等
の説明・開示

社長の選任、報酬額決定の手続き・
過程の明確化・透明化

金融機関・社債権者以外の債権者
への業績等の説明・開示

非常勤役員や経済団体といった社外の
意見を経営に導入･反映すること

事業活動・運営についての消費者、
環境保護、人権団体等との対話

（％）

全産業（N=772)

１～２０人（N=288)

２１～１００人(N=362)

１０１人以上（N=121)

(注）・全産業には、従業員数無回答の1社を含む。
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（図 40）企業統治に関して、今後、新たに必要となる取り組み(中小企業） 

（従業員数階級別(別途集計）：上位５項目以内複数回答） 

33.9

19.8

26.0

33.0

13.0

27.4

29.9

19.2

29.3

12.0

30.6

15.3

9.1

37.4

20.8

15.1

30.1

20.8

26.3

18.1

32.8

39.4

7.7

21.2

32.8

21.6

13.9

16.4

30.2

37.0

29.6

11.7

26.2

16.7

35.5

31.8

30.2

12.7

14.2

8.6

27.5

25.7

9.2

33.0

30.3

28.4

7.3

21.1

38.5

11.9

13.8

27.5

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45

事故、不祥事等への体制整備
（予防策･発生時の対策の策定）

従業員への業績・決算関係
書類等の説明・開示

金融機関・社債権者への業績・
決算関係書類等の説明・開示

ホームページや朝礼等での事業上の
関係者への経営方針の周知徹底

株主への配当原資としての
利益の追求

仕入先・調達先が行っている環境・
安全・衛生対策、社会・従業員等
への貢献に関する情報の収集

事故、不祥事への対応策を継続的に
見直すこと

事故、不祥事への対応策を本業の
改善に活用すること

販売先への業績・決算関係書類等
の説明・開示

社長の選任、報酬額決定の手続き・
過程の明確化・透明化

金融機関・社債権者以外の債権者
への業績等の説明・開示

非常勤役員や経済団体といった社外の
意見を経営に導入･反映すること

事業活動・運営についての消費者、
環境保護、人権団体等との対話

（％）

全産業（N=693)

１～２０人（N=259)

２１～１００人(N=324)

１０１人以上（N=109)

(注）・全産業には、従業員数無回答の1社を含む。
     ・選択肢の順序は、全産業の現在重視している事業上の関係者の順位。  

 
 



 95

（図 41）「環境保全」について重視している取り組み(中小企業） 

（資本金階級別(別途集計）：3項目以内複数回答） 

25.9

5.7

61.5

4.7

5.6

8.9

19.1

24.6

31.8

53.6

4.7

1.6

15.2

8.6

4.3

52.4

14.5

1.4

5.7

14.5

27.7

61.5
61.5

55.6

38.2

22.6

26.0

16.3

9.4

5.6

3.1

5.2

2.1

0 10 20 30 40 50 60 70

省資源・省エネルギー・リサイクル

環境保全に関する従業員教育

環境保全に関する基本方針の策定

グリーン購入･グリーン調達

環境関連の認証の取得

製・商品、サービスの環境アセスメント

環境に関する社会貢献活動

グリーン購入･グリーン調達の方針を
仕入先・調達先に対して開示・説明すること

グリーン購入･グリーン調達の方針・実績を
販売先に対して開示・説明すること

環境報告書・環境会計

その他

（％）

全産業（N=729)

１千万円超４千万円以下（N=441)

４千万円超３億円以下（N=288)

（注）・グリーン調達・グリーン購入：環境への負荷が少ない原材料･部品等の購入･調達。
　　　・環境報告書・環境会計：廃棄物等の排出（環境への負荷）や植林（環境への貢献）等を社外へ開示する書類。
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（図 42）「環境保全」について重視している取り組み(中小企業） 

（従業員数階級別(別途集計）：3項目以内複数回答） 

37.3

39.8

61.5

4.7

5.6

8.9

19.1

24.6

31.8

53.6

4.7

1.6

15.2

4.9

22.3

9.8

4.9

51.5

15.5

1.9

8.0

10.2

29.5

65.2
59.7

55.1

31.9

25.8

18.8

14.5

8.1

4.1

4.1

4.9

1.2

3.4

2.5

5.1

8.5

16.9

55.1

57.6
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26.3

0 10 20 30 40 50 60 70

省資源・省エネルギー・リサイクル

環境保全に関する従業員教育

環境保全に関する基本方針の策定

グリーン購入･グリーン調達

環境関連の認証の取得

製・商品、サービスの環境アセスメント

環境に関する社会貢献活動

グリーン購入･グリーン調達の方針を
仕入先・調達先に対して開示・説明すること

グリーン購入･グリーン調達の方針・実績を
販売先に対して開示・説明すること

環境報告書・環境会計

その他

（％）

全産業（N=729)

１～２０人（N=264)

２１～１００人(N=345）

１０１人以上（N=118)

（注）・グリーン調達・グリーン購入：環境への負荷が少ない原材料･部品等の購入･調達。
　　　・環境報告書・環境会計：廃棄物等の排出（環境への負荷）や植林（環境への貢献）等を社外へ開示する書類。
　　　・全産業は従業員数無回答の企業2社を含む。
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（図 43）「従業員の生活・教育・人権」について重視している取り組み 

(中小企業：資本金階級別(別途集計）：3項目以内複数回答） 

54.4

0.0

22.4

50.4

50.1

36.4

32.7

16.5

13.4

0.1

54.3
59.2

29.5

33.9

10.5

22.2

48.5

15.9

0.3

18.1

17.4

22.7

37.8

40.5

43.4

53.3

46.7
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勤務時間の適正な運用

職場の安全や衛生の確保
（事業上の安全教育、社内での禁煙等）

従業員一人一人にその能力に
応じた活躍の機会を与えること

従業員の能力・実績を評価する
際に透明性を確保すること

従業員の能力開発のための
社内研修制度

勤務体制の柔軟性
（フレックスタイム、短時間労働等）

人権の尊重
（セクシュアルハラスメントの防止等）

育児・介護の支援
（休暇制度の整備等）

その他

（％）

全産業（N=782)

１千万円超４千万円以下（N=478)

４千万円超３億円以下（N=304)

 

 
（図 44）「従業員の生活・教育・人権」について重視している取り組み 

(中小企業：従業員数階級別(別途集計）：3項目以内複数回答） 
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26 .3

48 .1
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15 .5
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49 .2

54 .1

17 .2

34 .4

47 .5

0 10 20 30 40 50 60 70

勤務時間の適正な運用

職場の安全や衛生の確保
（事業上の安全教育、社内での禁煙等）

従業員一人一人にその能力に
応じた活躍の機会を与えること

従業員の能力・実績を評価する
際に透明性を確保すること

従業員の能力開発のための
社内研修制度

勤務体制の柔軟性
（フレックスタイム、短時間労働等）

人権の尊重
（セクシュアルハラスメントの防止等）

育児・介護の支援
（休暇制度の整備等）

その他

（％）

全産業（N=782)

１～２０人（N=297)

２１～１００人 (N=362）

１０１人以上（N=122)

（注 ）・全産業は従業員数無回答の企業1社を含む。  
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（図 45）「地域や社会への貢献・責任」について重視している取り組み 

（中小企業：従業員数階級別（別途集計）：3項目以内複数回答） 
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35.8
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24.2
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-

3.3

8.3

10.8

20.8

20.0

21.7

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

顧客の満足度の高い製・商品、
サービスの提供

商工会議所・商店会など
経済団体の活動への参加

従業員として地元住民を
雇用すること

災害、地域活動、伝統行事、文化
活動、スポーツへの資金の寄付

反社会的勢力（総会屋・
暴力団等）との関係の遮断

公的活動（交通安全運動、
災害救助等）への協力

近隣の清掃や祭りなど、地域
活動への参加（資金負担なし）

政治家や官公庁・自治体
公務員等との癒着の防止

従業員のボランティア活動
への参加の奨励・支援

伝統行事、文化･芸術活動、
スポーツ等の後援（資金負担なし）

企業の創設を希望・計画して
いる者への支援（助言、資金等）

その他

（％）

全産業(N=776）

１～２０人（N=288)

２１～１００人(N=366）

１０１人以上（N=120)

（注）全産業は従業員数無回答の企業2社を含む。
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（図 46）ＣＳＲ全般への取り組みに対する自己評価(中小企業：属性別） 

（単数回答） 
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0.8
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0.5

1.1

0 20 40 60 80 100

全産業(N=698)

[資本金階級（別途集計）]

１千万円超４千万円以下（N=419)

４千万円超３億円以下（N=279)

[業種]

製造業（N=204)

非製造業（N=490)

[従業員数階級（別途集計）]

１～２０人（N=263)

２１～１００人(N=319）

１０１人以上（N=114)

[直近決算での経常損益の状況]

黒字（N=476)

収支均衡（トントン）（N=128)

赤字（N=92)

[主要な販売先の態様]

国内の株式公開企業（1社に限らず）に
売上高の50％超を依存（N=227)

国内の株式非公開企業に
売上高の50％超を依存（N=276)

国内の一般消費者に
売上高の50％超を依存（N=68)

国内の官公庁・公的機関に
売上高の50％超を依存（N=38)

海外（の企業､一般消費者､官公庁・公的
機関）に売上高の50％超を依存（N=15)

上記以外（N=68)

（％）

十分行えている 大体行えている 何とも言えない あまり行えてない 全く行えてない

(注）・全産業には、資本金階級、業種、従業員数、経常損益の状況、主要な販売先の態様の無回答企業を含む。
　　　・四捨五入の関係上、構成比の合計が１００にならない場合がある。
　　　・「海外に売上高の50％超を依存」の標本数が少ないことに注意を要する。
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（図 47）ＣＳＲに取り組めない理由 

（中小企業：資本金階級別(別途集計）：3項目以内複数回答） 
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（％）

全産業（N=216) １千万円超４千万円以下（N=145) ４千万円超３億円以下（N=71)

（注）・対象は、ＣＳＲ全般に対する自己評価に「あまりできていない」または「全くできていない」と回答した企業。
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（図 48）ＣＳＲに取り組む目的・理由 

（中小企業：従業員数階級別(別途集計）：3項目以内複数回答） 
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（％）

全産業（N=406) １～２０人（N=130) ２１～１００人(N=192) １０１人以上（N=84)

(注）・対象は、ＣＳＲ全般に対する自己評価に「十分できている」または「大体できている」と回答した企業。
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（図 49）ＣＳＲに取り組んだことによるメリット 

（中小企業：従業員数階級別(別途集計）：3項目以内複数回答） 
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（％）

全産業（N=365) １～２０人（N=115) ２１～１００人(N=175) １０１人以上（N=75)

（注）・対象は、ＣＳＲ全般に対する自己評価に「十分できている」または「大体できている」と回答した企業。
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（図 50）ＣＳＲに取り組んだことによるデメリット 

（中小企業：従業員数階級別(別途集計）：3項目以内複数回答） 
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（％）

全産業（N=305) １～２０人（N=96) ２１～１００人(N=143) １０１人以上（N=66)

（注）・対象は、ＣＳＲ全般に対する自己評価に「十分できている」または「大体できている」と回答した企業。
　　　・１％未満の少数回答として（全産業）、「コストの削減」「取引金融機関・社債権者との関係強化」「官公庁・公的機関との関係強化」
　　　　「売上数量の増加」「販売先・納入先との関係強化」がある。
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（図 51）ＣＳＲの取り組みに対する支援策（中小企業：単数回答） 

(様々な取組を行うと利用できる減税措置：属性別) 
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全産業(N=739)

[資本金階級（別途集計）]

１千万円超４千万円以下（N=476)

４千万円超３億円以下（N=299)

[業種]

製造業(N=214）

非製造業(N=519)

[従業員数階級（別途集計）]

１～２０人（N=271)

２１～１００人(N=349）

１０１人以上（N=117)

[直近決算での経常損益の状況]

黒字（N=502）

収支均衡（トントン）（N=141)

赤字（N=94)

[主要な販売先の態様]

国内の株式公開企業（1社に限らず）に
売上高の50％超を依存(N=240)

国内の株式非公開企業に
売上高の50％超を依存(N=299)

国内の一般消費者に
売上高の50％超を依存(N=72)

国内の官公庁・公的機関に
売上高の50％超を依存(N=39)

海外（の企業､一般消費者､官公庁・公的
機関）に売上高の50％超を依存(N=14)

上記以外(N=70)

（％）

不可欠 必要性が高い 何とも言えない 必要性は低い 不要

(注）・全産業には、資本金階級、業種、従業員数、経常損益の状況、主要な販売先の態様の無回答企業を含む。
　　　・四捨五入の関係上、構成比の合計が１００にならない場合がある。
　　　・「海外に売上高の50％超を依存」の標本数が少ないことに注意を要する。
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（図 52）ＣＳＲの取り組みに対する支援策（中小企業：単数回答） 

(様々な取り組みに対する補助金：属性別) 
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全産業(N=734)

[資本金階級（別途集計）]

１千万円超４千万円以下（N=476)

４千万円超３億円以下（N=299)

[業種]

製造業（N=213)

非製造業（N=515)

[従業員数階級（別途集計）]

１～２０人（N=271)

２１～１００人(N=349）

１０１人以上（N=117)

[直近決算での経常損益の状況]

黒字(N=500)

収支均衡（トントン）(N=141）

赤字(N=91）

[主要な販売先の態様]

国内の株式公開企業（1社に限らず）に
売上高の50％超を依存(N=239)

国内の株式非公開企業に
売上高の50％超を依存(N=294)

国内の一般消費者に
売上高の50％超を依存(N=75)

国内の官公庁・公的機関に
売上高の50％超を依存(N=38)

海外（の企業､一般消費者､官公庁・公的
機関）に売上高の50％超を依存(N=14)

上記以外(N=69)

（％）

不可欠 必要性が高い 何とも言えない 必要性は低い 不要

(注）・全産業には、資本金階級、業種、従業員数、経常損益の状況、主要な販売先の態様の無回答企業を含む。
　　　・四捨五入の関係上、構成比の合計が１００にならない場合がある。
　　　・「海外に売上高の50％超を依存」の標本数が少ないことに注意を要する。
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（図 53）ＣＳＲの取り組みに対する支援策（中小企業：単数回答） 

(資金調達上の優遇：属性別) 
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全産業(N=723)

[資本金階級（別途集計）]

１千万円超４千万円以下（N=443)

４千万円超３億円以下（N=280)

[業種]

製造業(N=209)

非製造業（N=508)

[従業員数階級（別途集計）]

１～２０人（N=267)

２１～１００人(N=337）

１０１人以上（N=117)

[直近決算での経常損益の状況]

黒字（N=490)

収支均衡（トントン）（N=142)

赤字（N=89)

[主要な販売先の態様]

国内の株式公開企業（1社に限らず）に
売上高の50％超を依存(N=238)

国内の株式非公開企業に
売上高の50％超を依存(N=292)

国内の一般消費者に
売上高の50％超を依存(N=68)

国内の官公庁・公的機関に
売上高の50％超を依存(N=38)

海外（の企業､一般消費者､官公庁・公的
機関）に売上高の50％超を依存(N=14)

上記以外(N=68)

（％）

不可欠 必要性が高い 何とも言えない 必要性は低い 不要

(注）・全産業には、資本金階級、業種、従業員数、経常損益の状況、主要な販売先の態様の無回答企業を含む。
　　　・四捨五入の関係上、構成比の合計が１００にならない場合がある。
　　　・「海外に売上高の50％超を依存」の標本数が少ないことに注意を要する。
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（図 54）ＣＳＲの取り組みに対する支援策（中小企業：単数回答） 

(官公庁・公的機関、経済団体等からの情報提供：属性別) 
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全産業（N=729)

[資本金階級（別途集計）]

１千万円超４千万円以下（N=443)

４千万円超３億円以下（N=280)

[業種]

製造業（N=209)

非製造業（N=514)

[従業員数階級（別途集計）]

１～２０人（N=267)

２１～１００人(N=337）

１０１人以上（N=117)

[直近決算での経常損益の状況]

黒字（N=495)

収支均衡（トントン）（N=143)

赤字（N=89)

[主要な販売先の態様]

国内の株式公開企業（1社に限らず）に
売上高の50％超を依存(N=237)

国内の株式非公開企業に
売上高の50％超を依存(N=294)

国内の一般消費者に
売上高の50％超を依存(N=73)

国内の官公庁・公的機関に
売上高の50％超を依存(N=38)

海外（の企業､一般消費者､官公庁・公的
機関）に売上高の50％超を依存(N=14)

上記以外(N=68)

（％）

不可欠 必要性が高い 何とも言えない 必要性は低い 不要

(注）・全産業には、資本金階級、業種、従業員数、経常損益の状況、主要な販売先の態様の無回答企業を含む。
　　　・四捨五入の関係上、構成比の合計が１００にならない場合がある。
　　　・「海外に売上高の50％超を依存」の標本数が少ないことに注意を要する。
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（図 55）ＣＳＲの取り組みに対する支援策（中小企業：単数回答） 

(官公庁・公的機関、経済団体等による表彰制度と表彰を通じた企業のＰＲ：属性別) 
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全産業(N=725)

[資本金階級（別途集計）]

１千万円超４千万円以下（N=443)

４千万円超３億円以下（N=280)

[業種]

製造業（N=209)

非製造業(N=510)

[従業員数階級（別途集計）]

１～２０人（N=267)

２１～１００人(N=337）

１０１人以上（N=117)

[直近決算での経常損益の状況]

黒字（N=492)

収支均衡（トントン）（N=142)

赤字（N=89)

[主要な販売先の態様]

国内の株式公開企業（1社に限らず）に
売上高の50％超を依存(N=237)

国内の株式非公開企業に
売上高の50％超を依存(N=291)

国内の一般消費者に
売上高の50％超を依存(N=71)

国内の官公庁・公的機関に
売上高の50％超を依存(N=38)

海外（の企業､一般消費者､官公庁・公的
機関）に売上高の50％超を依存(N=14)

上記以外(N=69)

（％）
不可欠 必要性が高い 何とも言えない 必要性は低い 不要

(注）・全産業には、資本金階級、業種、従業員数、経常損益の状況、主要な販売先の態様の無回答企業を含む。
　　　・四捨五入の関係上、構成比の合計が１００にならない場合がある。
　　　・「海外に売上高の50％超を依存」の標本数が少ないことに注意を要する。
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（図 56）ＣＳＲの取り組みに対する支援策（中小企業：単数回答） 

(積極的に取り組んでいる企業をメディアで紹介・ＰＲすること：属性別) 
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全産業(N=721)

[資本金階級（別途集計）]

１千万円超４千万円以下（N=443)

４千万円超３億円以下（N=280)

[業種]

製造業（N=208)

非製造業N=508)

[従業員数階級（別途集計）]

１～２０人（N=267)

２１～１００人(N=337）

１０１人以上（N=117)

[直近決算での経常損益の状況]

黒字（N=488)

収支均衡（トントン）（N=140)

赤字（N=91)

[主要な販売先の態様]

国内の株式公開企業（1社に限らず）に
売上高の50％超を依存(N=236)

国内の株式非公開企業に
売上高の50％超を依存(N=288)

国内の一般消費者に
売上高の50％超を依存(N=72)

国内の官公庁・公的機関に
売上高の50％超を依存(N=38)

海外（の企業､一般消費者､官公庁・公的
機関）に売上高の50％超を依存(N=14)

上記以外(N=69)

（％）

不可欠 必要性が高い 何とも言えない 必要性は低い 不要

(注）・全産業には、資本金階級、業種、従業員数、経常損益の状況、主要な販売先の態様の無回答企業を含む。
　　　・四捨五入の関係上、構成比の合計が１００にならない場合がある。
　　　・「海外に売上高の50％超を依存」の標本数が少ないことに注意を要する。
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（図 57）ＣＳＲの取り組みに対する支援策（中小企業：単数回答） 

(販売先から価格面等、取引上の優遇を受けられること：属性別) 
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全産業（N=720)

[資本金階級（別途集計）]

１千万円超４千万円以下（N=444)

４千万円超３億円以下（N=276)

[業種]

製造業（N=207)

非製造業（N=508)

[従業員数階級（別途集計）]

１～２０人（N=263)

２１～１００人(N=339）

１０１人以上（N=116)

[直近決算での経常損益の状況]

黒字（N=488)

収支均衡（トントン）（N=140)

赤字（N=91)

[主要な販売先の態様]

国内の株式公開企業（1社に限らず）に
売上高の50％超を依存(N=235)

国内の株式非公開企業に
売上高の50％超を依存(N=290)

国内の一般消費者に
売上高の50％超を依存(N=70)

国内の官公庁・公的機関に
売上高の50％超を依存(N=38)

海外（の企業､一般消費者､官公庁・公的
機関）に売上高の50％超を依存(N=14)

上記以外(N=69)

（％）

不可欠 必要性が高い 何とも言えない 必要性は低い 不要

(注）・全産業には、資本金階級、業種、従業員数、経常損益の状況、主要な販売先の態様の無回答企業を含む。
　　　・四捨五入の関係上、構成比の合計が１００にならない場合がある。
　　　・「海外に売上高の50％超を依存」の標本数が少ないことに注意を要する。
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（図 58）ＣＳＲの取り組みに対する支援策（中小企業：単数回答） 

(「企業の社会的責任（ＣＳＲ）」についての第三者認証：属性別) 

 第三者認証：企業を始めとする組織が、JIS や ISO などの規格に適合した活動(製造、サービスの提供、社内プロセス 

  等)を行っているかどうかを、第三者である登録機関が審査・承認し対外的に証明すること。 
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[資本金階級（別途集計）]

１千万円超４千万円以下（N=444)

４千万円超３億円以下（N=276)

[業種]

製造業（N=208)

非製造業（N=505)

[従業員数階級（別途集計）]

１～２０人（N=263)

２１～１００人(N=339）

１０１人以上（N=116)

[直近決算での経常損益の状況]

黒字（N=489)

収支均衡（トントン）（N=139)

赤字（N=88)

[主要な販売先の態様]

国内の株式公開企業（1社に限らず）に
売上高の50％超を依存(N=235)

国内の株式非公開企業に
売上高の50％超を依存(N=290)

国内の一般消費者に
売上高の50％超を依存(N=70)

国内の官公庁・公的機関に
売上高の50％超を依存(N=38)

海外（の企業､一般消費者､官公庁・公的
機関）に売上高の50％超を依存(N=14)

上記以外(N=69)

（％）

不可欠 必要性が高い 何とも言えない 必要性は低い 不要

(注）・全産業には、資本金階級、業種、従業員数、経常損益の状況、主要な販売先の態様の無回答企業を含む。
　　　・四捨五入の関係上、構成比の合計が１００にならない場合がある。
　　　・「海外に売上高の50％超を依存」の標本数が少ないことに注意を要する。
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（図 59）「環境保全」について重視している取り組み（中小企業） 

(業種別：3項目以内複数回答) 

62.4

39.0

32.4

29.0

4.8

15.2

1.6

4.7

53.6

31.8

24.6

19.1

8.9

5.6

4.7

61.5

6.2

1.9

14.3

52.4

3.3

6.7

1.6

5.3

4.7

5.5

9.7

15.8

15.0

21.2

28.7

53.8

61.2

0 10 20 30 40 50 60 70

省資源・省エネルギー・リサイクル

環境保全に関する従業員教育

環境保全に関する基本方針の策定

グリーン購入･グリーン調達

環境関連の認証の取得

製・商品、サービスの環境アセスメント

環境に関する社会貢献活動

グリーン購入･グリーン調達の方針を
仕入先・調達先に対して開示・説明すること

グリーン購入･グリーン調達の方針・実績を
販売先に対して開示・説明すること

環境報告書・環境会計

その他

（％）

全産業（N=729)

製造業（N=210)

非製造業計（N=513)

（注）・グリーン調達・グリーン購入：環境への負荷が少ない原材料･部品等の購入･調達。
　　　・環境報告書・環境会計：廃棄物等の排出（環境への負荷）や植林（環境への貢献）等を社外へ開示する書類。
　　　・全産業は業種無回答の企業6社を含む。
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（図 60）「従業員の生活・教育・人権」について重視している取り組み 

（中小企業） 

(業種別：3項目以内複数回答) 

41.1

0.0

54.3

0.1

13.4

16.5

32.7

36.4

50.1

50.4

22.4

58.5

15.2

56.3

17.9

18.8

34.4

30.4

52.5

48.2

53.4

37.1

34.1

24.3

16.8

11.2

0.2

0 10 20 30 40 50 60 70

勤務時間の適正な運用

職場の安全や衛生の確保
（事業上の安全教育、社内での禁煙等）

従業員一人一人にその能力に
応じた活躍の機会を与えること

従業員の能力・実績を評価する
際に透明性を確保すること

従業員の能力開発のための
社内研修制度

勤務体制の柔軟性
（フレックスタイム、短時間労働等）

人権の尊重
（セクシュアルハラスメントの防止等）

育児・介護の支援
（休暇制度の整備等）

その他

（％）

全産業（N=782)

製造業（N=224)

非製造業（N=552)

（注）・全産業は業種無回答の企業6社を含む。  
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（図 61）「地域や社会への貢献・責任」について重視している取り組み 

（中小企業） 

(業種別：3項目以内複数回答) 

37.9

21.9

3.0

4.4

29.8

24.0

22.8

22.3

18.4

8.6

7.7

81.1

0.8

5.4

14.7

23.7

4.9

1.8

21.0

29.9

2.7

23.2

1.3

82.1

3.5

5.1

8.8

9.9

16.3

22.3

25.5

22.7

18.3

29.5

80.6

0.5

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

顧客の満足度の高い製・商品、
サービスの提供

商工会議所・商店会など
経済団体の活動への参加

従業員として地元住民を
雇用すること

災害、地域活動、伝統行事、文化
活動、スポーツへの資金の寄付

反社会的勢力（総会屋・
暴力団等）との関係の遮断

公的活動（交通安全運動、
災害救助等）への協力

近隣の清掃や祭りなど、地域
活動への参加（資金負担なし）

政治家や官公庁・自治体
公務員等との癒着の防止

従業員のボランティア活動
への参加の奨励・支援

伝統行事、文化･芸術活動、
スポーツ等の後援（資金負担なし）

企業の創設を希望・計画して
いる者への支援（助言、資金等）

その他

（％）

全産業(N=776）

製造業（N=224)

非製造業（N=546)

（注）・全産業は業種無回答の企業6社を含む。
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（図 62）ＣＳＲに取り組む目的・理由（中小企業） 

(業種別：3項目以内複数回答) 

1.2

64.8

3.9

10.8

14.0

19.5

37.2

46.8

55.7

1.7

1.2

15.8

2.4

64.5

3.2

8.9

0.8

59.7

15.3

0.8

10.5

46.8

15.3

45.2

0.4

64.6

53.6

47.5

32.9

21.4

16.1

16.4

11.1

4.6

2.1

1.4

0 10 20 30 40 50 60 70

経営理念等に社会的責任の履行が含まれている

企業イメージの向上

従業員の満足の向上

販売先・納入先からの期待・要請

売り上げの増加

コストの削減

消費者からの期待・要請

官公庁・公的機関からの期待・要請

取引金融機関・社債権者からの期待・要請

その他

競合する同業者がＣＳＲに取り組んでいるので対抗策として

公的な支援策（減税、補助金等）の利用

（％）

全産業（N=406)

製造業計（N=124)

非製造業計（N=280)

（注）・対象は、ＣＳＲ全般に対する自己評価に「十分できている」または「大体できている」と回答した企業。
　　　・全産業は業種無回答の企業2社を含む。
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（図 63）用語としての「ＣＳＲ」に対する認識（中小企業） 

(直近決算での経常損益の状況別：単数回答) 

7.3

8.1

10.1

35.0

43.2

41.4

48.3

50.1

43.9

45.5

9.4

11.96.6 31.4

4.7

3.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全産業(N=768)

黒字(N=519)

収支均衡（トントン）(N=148)

赤字(N=99)

知らなかった

見聞きしたことはあるが、内容についてはあまり知らない

見聞きしたことがあり、内容については大まかに知っている

見聞きしたことがあり、内容についても詳しく知っている

（注）・四捨五入の関係上、構成比の合計が１００にならない場合がある。
　　　・全産業には、経常損益の状況について無回答の企業2社を含む。

 
 

（図 64）ＣＳＲの意味（中小企業） 

(直近決算での経常損益の状況別：2項目以内複数回答) 

12.4

38.5

2.3

67.6

5.2

33.0

2.6

3.2

32.1

68.3

13.3

43.0

1.3

12.8

8.7

34.9

63.1

29.5

71.4

27.6

2.0

6.1

11.2

34.7

0 20 40 60 80 100

特に意味はない

利益が出た際の社会に対する利益還元である

社会に存在する企業として、払うべきコストである

将来の利益を生み出す投資である

経営の中核に位置付けるべき重要課題である

その他

（％）

全産業(N=782)

黒字（N=533)

収支均衡（トントン）
（N=149)

赤字（N=98)

(注）・全産業には直近決算での経常損益の状況について無回答の企業2社を含む。
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（図 65）「環境保全」について重視している取り組み（中小企業） 

(直近決算での経常損益の状況別：3項目以内複数回答) 

61.5

4.7

5.6

8.9

19.1

24.6

31.8

53.6

4.7

1.6

15.2

3.8

25.9

8.7

5.1

55.6

15.4

1.0

5.7

22.2

34.1

59.8

59.6

50.7

28.7

19.9

14.7

15.4

9.6

6.6

7.4

4.4

2.9

3.1

3.1

4.2

9.4

12.5

46.9

71.9

5.2

25.0

25.0

9.4

0 10 20 30 40 50 60 70 80

省資源・省エネルギー・リサイクル

環境保全に関する従業員教育

環境保全に関する基本方針の策定

グリーン購入･グリーン調達

環境関連の認証の取得

製・商品、サービスの環境アセスメント

環境に関する社会貢献活動

グリーン購入･グリーン調達の方針を
仕入先・調達先に対して開示・説明すること

グリーン購入･グリーン調達の方針・実績を
販売先に対して開示・説明すること

環境報告書・環境会計

その他

（％）

全産業（N=729)

黒字（N=495)

収支均衡（トントン）（N=136)

赤字（N=96)

（注）・グリーン調達・グリーン購入：環境への負荷が少ない原材料･部品等の購入･調達。
　　　・環境報告書・環境会計：廃棄物等の排出（環境への負荷）や植林（環境への貢献）等を社外へ開示する書類。
　　　・全産業は、直近の経常損益の状況について無回答の企業2社を含む。
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（図 66）「従業員の生活・教育・人権」について重視している取り組み 

（中小企業） 

(直近決算での経常損益の状況別：3項目以内複数回答) 

54.3

0.1

13.4

16.5

32.7

36.4

50.1

50.4

22.4

19.1

52.3

20.9

14.7

36.2

35.3

52.3

49.8

0.0

58.1

49.3

52.0

35.8

33.1

25.7

7.4

12.2

0.7

-

59.8

49.0

25.5

41.2

38.2

18.6

16.7

8.8

0 10 20 30 40 50 60 70

勤務時間の適正な運用

職場の安全や衛生の確保
（事業上の安全教育、社内での禁煙等）

従業員一人一人にその能力に
応じた活躍の機会を与えること

従業員の能力・実績を評価する
際に透明性を確保すること

従業員の能力開発のための
社内研修制度

勤務体制の柔軟性
（フレックスタイム、短時間労働等）

人権の尊重
（セクシュアルハラスメントの防止等）

育児・介護の支援
（休暇制度の整備等）

その他

（％）

全産業（N=782)

黒字（N=530)

収支均衡（トントン）（N=148)

赤字（N=102）

（注）・全産業は直近の経常損益の状況について無回答の企業2社を含む。
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（図 67）「地域や社会への貢献・責任」について重視している取り組み 

（中小企業） 

(直近決算での経常損益の状況別：3項目以内複数回答) 

21.9

3.0

4.4

29.8

24.0

22.8

22.3

18.4

8.6

7.7

81.1

0.8

7.8

27.3

81.7

21.4

25.8

8.6

1.7

22.1

29.0

4.2

16.4

1.0

6.1

2.7

8.8

11.5

18.2

23.0

23.6

18.9

15.5

30.4

83.1

-

4.9

28.4

25.5

13.7

32.4

17.6

19.6

74.5

5.9

7.8

4.9

1.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

顧客の満足度の高い製・商品、
サービスの提供

商工会議所・商店会など
経済団体の活動への参加

従業員として地元住民を
雇用すること

災害、地域活動、伝統行事、文化
活動、スポーツへの資金の寄付

反社会的勢力（総会屋・
暴力団等）との関係の遮断

公的活動（交通安全運動、
災害救助等）への協力

近隣の清掃や祭りなど、地域
活動への参加（資金負担なし）

政治家や官公庁・自治体
公務員等との癒着の防止

従業員のボランティア活動
への参加の奨励・支援

伝統行事、文化･芸術活動、
スポーツ等の後援（資金負担なし）

企業の創設を希望・計画して
いる者への支援（助言、資金等）

その他

（％）

全産業(N=776）

黒字（N=524)

収支均衡（トントン）（N=148)

赤字（N=102)

（注）・全産業は直近の経常損益の状況について無回答の企業2社を含む。  
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（図 68）ＣＳＲに取り組む目的・理由（中小企業） 

(直近決算での経常損益の状況別：3項目以内複数回答) 

20.0

2.5

5.0

64.8

3.9

10.8

14.0

19.5

37.2

46.8

55.7

1.7

1.2

15.8

1.2

13.4

1.6

59.2

14.1

1.0

11.1

37.9

19.3

66.0

46.1

4.2

1.0

60.3

48.3

41.4

37.9

17.2

24.1

13.8

13.8

3.4

1.7

3.4

-

40.0

62.5

60.0

32.5

15.0

20.0

2.5

-

5.0

0 10 20 30 40 50 60 70

経営理念等に社会的責任の履行が含まれている

企業イメージの向上

従業員の満足の向上

販売先・納入先からの期待・要請

売り上げの増加

コストの削減

消費者からの期待・要請

官公庁・公的機関からの期待・要請

取引金融機関・社債権者からの期待・要請

その他

競合する同業者がＣＳＲに取り組んでいるので対抗策として

公的な支援策（減税、補助金等）の利用

（％）

全産業（N=406)

黒字(N=306）

収支均衡（トントン）（N=58)

赤字（N=40)

(注）・対象は、ＣＳＲ全般に対する自己評価に「十分できている」または「大体できている」と回答した企業。
　　　・全産業には、直近決算での経常損益の状況について無回答の企業2社を含む。
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（図 69）ＣＳＲに取り組めない理由（中小企業） 

(直近決算での経常損益の状況別：3項目以内複数回答) 

5.1

-

16.7

4.2

8.3

37.0

32.4

24.5

19.0

14.4

13.4

10.2

52.8

1.9

21.0

19.4

22.6

13.7

5.6

17.7

36.3

9.7

14.5

2.4

53.2

12.9

-

7.5

5.7

9.4

18.9

20.8

15.1

30.2

41.5

43.4

52.8

1.9

17.9

7.7

51.3

30.8

56.4

23.1

23.1

7.7

7.7

5.1

0 10 20 30 40 50 60

人手が足りない

コストの増加が予想される

資金が不足している

今まで「企業の社会的責任（ＣＳＲ）」という概念を知らなかった

販売先・納入先から期待・要請されていない

周りの企業や競争相手も取り組んでいない

自社の事業には取り組むメリットがない

取り組むメリットが分からない

消費者から期待・要請されていない

その他

官公庁・公的機関から期待・要請されていない

取引金融機関等から期待・要請されていない

（％）

全産業（N=216)

黒字(N=124）

収支均衡（トントン）（N=53)

赤字（N=39)

（注）・対象は、ＣＳＲ全般に対する自己評価に「あまりできていない」または「全くできていない」と回答した企業。
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（図 70）企業統治に関する取り組み（中小企業） 

(用語としての「ＣＳＲ」の認識別：5項目以内複数回答) 

（注）・用語としての「ＣＳＲ」を「知っている」は、「見聞きしたことがあり、内容については大まかに知っている」

　　　　「見聞きしたことがあり、内容についても詳しく知っている」回答企業の合計。

　　　・用語としての「ＣＳＲ」を「知らない」は、「見聞きしたことはあるが、内容についてはあまり知らない」

　　　　「見聞きしたことがあり、内容についても詳しく知っている」回答企業の合計。

　　　・選択肢の順序は全産業の現在、重視している取り組みの順位。

56.8

52.6

52.6

43.5

22.7

23.7

25.3

18.5

13.3

13.3

10.7

7.1

2.6

30.7

37.4

13.0

28.9

17.0

40.4

27.4

22.6

12.6

16.7

10.7

23.7

15.2

0 10 20 30 40 50 60

事故、不祥事等への体制整備
（予防策･発生時の対策の策定）

従業員への業績・決算関係
書類等の説明・開示

金融機関・社債権者への業績・
決算関係書類等の説明・開示

ホームページや朝礼等での
事業上の関係者への経営
方針の周知徹底

株主への配当原資としての
利益の追求

仕入先・調達先が行っている
環境・安全・衛生対策、社会・
従業員等への貢献に関する
情報の収集

事故、不祥事への対応策を
継続的に見直すこと

事故、不祥事への対応策を
本業の改善に活用すること

販売先への業績・決算関係
書類等の説明・開示

社長の選任、報酬額決定の
手続き・過程の明確化・透明化

金融機関・社債権者以外の
債権者への業績等の説明・

開示

非常勤役員や経済団体と
いった社外の意見を経営に
導入･反映すること

事業活動・運営についての
消費者、環境保護、人権団体
等との対話

(%)

企業統治の
内、現在重
視している
取り組み
(N=308)

企業統治の
内、今後新
たに必要と
なる取り組
み(N=270)

(用語としての「ＣＳＲ」を知らない）
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(%)

企業統治の
内、現在重
視している取
り組み
(N=434)

企業統治の
内、今後新
たに必要とな
る取り組み
(N=395)

(用語としての「ＣＳＲ」を知っている）
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（図 71）「環境保全」について重視している取り組み（中小企業） 

(主要な販売先の態様別：3項目以内複数回答) 
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5.4

0 10 20 30 40 50 60 70 80

省資源・省エネルギー・リサイクル

環境保全に関する従業員教育

環境保全に関する基本方針の策定

グリーン購入･グリーン調達

環境関連の認証の取得

製・商品、サービスの環境アセスメント

環境に関する社会貢献活動

グリーン購入･グリーン調達の方針を
仕入先・調達先に対して開示・説明すること

グリーン購入･グリーン調達の方針・実績を
販売先に対して開示・説明すること

環境報告書・環境会計

その他

（％）

全産業（N=729)

国内の株式公開企業（1社に限らず）に売上高の50％超を依存（N=244)

国内の株式非公開企業に売上高の50％超を依存（N=288)

国内の一般消費者に売上高の50％超を依存（N=73)

国内の官公庁・公的機関に売上高の50％超を依存（N=37)

海外（の企業､一般消費者､官公庁・公的機関）に売上高の50％超を依存（N=14)

上記以外（N=68)

（注）・グリーン調達・グリーン購入：環境への負荷が少ない原材料･部品等の購入･調達。
　　　・環境報告書・環境会計：廃棄物等の排出（環境への負荷）や植林（環境への貢献）等を社外へ開示する書類。
　　　・全産業は主要な販売先の態様無回答の企業2社を含む。
　　　・「海外に売上高の50％超を依存」は標本数が少ないことに注意を要する。
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（図 72）「環境保全」について重視している取り組み（中小企業） 

(用語としての「ＣＳＲ」の認識別：3項目以内複数回答) 
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省資源・省エネルギー・リサイクル

環境保全に関する従業員教育

環境保全に関する基本方針の策定

グリーン購入･グリーン調達
（環境への負荷が少ない原材料･部品等の購入･調達）

環境関連の認証の取得

製・商品、サービスの環境アセスメント

環境に関する社会貢献活動

グリーン購入･グリーン調達の方針を
仕入先・調達先に対して開示・説明すること

グリーン購入･グリーン調達の方針・実績を
販売先に対して開示・説明すること

環境報告書・環境会計（廃棄物等の排出（環境への負荷）
や植林（環境への貢献）等を社外へ開示する書類）

その他

（％）

全産業(N=729)

知らない(N=280)

知っている(N=423)

(注）・全産業には、用語としての「ＣＳＲ」の認識無回答の6社を含む。
　　　・用語としての「ＣＳＲ」を「知っている」は、「見聞きしたことがあり、内容については大まかに知っている」
　　　　「見聞きしたことがあり、内容についても詳しく知っている」回答企業の合計。
　　　・用語としての「ＣＳＲ」を「知らない」は、「見聞きしたことはあるが、内容についてはあまり知らない」
　　　　「見聞きしたことがあり、内容についても詳しく知っている」回答企業の合計。
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（図 73）ＣＳＲに取り組む目的・理由（中小企業） 

(主要な販売先の態様別：3項目以内複数回答) 
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9.5

61.9

64.3

14.3

35.7

11.9

2.4

2.4

21.4

0 10 20 30 40 50 60 70 80

経営理念等に社会的責任
の履行が含まれている

企業イメージの向上

従業員の満足の向上

販売先・納入先からの
期待・要請

売り上げの増加

コストの削減

消費者からの期待・要請

官公庁・公的機関からの
期待・要請

取引金融機関・社債権者
からの期待・要請

その他

競合する同業者がＣＳＲに
取り組んでいるので
対抗策として

公的な支援策（減税、
補助金等）の利用

（％）

全産業（N=406)

国内の株式公開企業（1社に限らず）に売上高の50％超を依存(N=142)

国内の株式非公開企業に売上高の50％超を依存(N=150)

国内の一般消費者に売上高の50％超を依存(N=38)

国内の官公庁・公的機関に売上高の50％超を依存(N=24)

海外（の企業､一般消費者､官公庁・公的機関）に売上高の50％超を依存(N=8)

上記以外(N=42)

（注）・対象は、ＣＳＲ全般に対する自己評価に「十分できている」または「大体できている」と回答した企業。
　　　・全産業は主要な販売先の態様無回答の企業2社を含む。
    　・「海外に売上高の50％超を依存」は標本数が少ないことに注意を要する。
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（図 74）ＣＳＲに取り組む目的・理由（中小企業） 

(サプライチェーン関連：3項目以内複数回答) 
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経営理念等に社会的責任の
履行が含まれている

企業イメージの向上

従業員の満足の向上

販売先・納入先からの期待・要請

売り上げの増加

コストの削減

消費者からの期待・要請

官公庁・公的機関からの期待・要請

取引金融機関・社債権者からの期待・要請

その他

競合する同業者がＣＳＲに取り組んで
いるので対抗策として

公的な支援策（減税、補助金等）の利用

（％）

全産業（N=406)

現在重視している企業統治の取り組みについて「仕入先・調達先が行っている環境・安全・衛生対策、
社会・従業員等への貢献に関する情報の収集」と回答した企業(N=132)

（注）・対象は、ＣＳＲ全般に対する自己評価に「十分できている」または「大体できている」と回答した企業。
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（図 75）ＣＳＲに取り組んだことによるメリット（中小企業） 

(主要な販売先の態様別：3項目以内複数回答) 
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企業イメージの向上

販売先・納入先との関係強化

従業員の満足度の向上

官公庁・公的機関との関係強化

コストの削減

取引金融機関・社債権者との関係強化

売り上げ数量の増加

売り上げ単価の上昇

その他のメリット

（％）

全産業（N=365)

国内の株式公開企業（1社に限らず）に売上高の50％超を依存(N=130)

国内の株式非公開企業に売上高の50％超を依存(N=137)

国内の一般消費者に売上高の50％超を依存(N=31)

国内の官公庁・公的機関に売上高の50％超を依存(N=21)

海外（の企業､一般消費者､官公庁・公的機関）に売上高の50％超を依存(N=5)

上記以外(N=39)

（注）・対象は、ＣＳＲ全般に対する自己評価に「十分できている」または「大体できている」と回答した企業。
　　　・全産業は主要な販売先の態様無回答の企業2社を含む。
    　・「海外に売上高の50％超を依存」は標本数が少ないことに注意を要する。
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（図 76）ＣＳＲに取り組んだことによるメリット（中小企業） 

(サプライチェーン関連：3項目以内複数回答) 
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従業員の満足度の向上

官公庁・公的機関との関係強化

コストの削減

取引金融機関・社債権者との関係強化

売り上げ数量の増加

売り上げ単価の上昇

その他のメリット

（％）

全産業（N=365)

ＣＳＲに取り組む目的・理由として「販売先・納入先からの期待・要請」と回答した企業(N=138)

(注）・対象は、ＣＳＲ全般に対する自己評価に「十分できている」または「大体できている」と回答した企業。

 
 
（図 77）ＣＳＲに取り組んだことによるデメリット（中小企業） 

(サプライチェーン関連：3項目以内複数回答) 
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人 手 の 不 足

経 営 ・事 業 活 動 の 自 由 度 の 低 下

売 り上 げ 単 価 の 低 下

従 業 員 の 満 足 度 の 低 下

売 り上 げ 数 量 の 減 少

売 り上 げ 単 価 の 上 昇

そ の 他 の デ メリ ッ ト

（％ ）

全 産 業 （N =3 0 5 )

Ｃ Ｓ Ｒに 取 り組 む 目 的 ・理 由 として 「販 売 先 ・納 入 先 か らの 期 待 ・要 請 」と回 答 した 企 業 (N =1 2 2 )

(注 ）・対 象 は 、Ｃ Ｓ Ｒ全 般 に 対 す る自 己 評 価 に 「十 分 で きて い る 」ま た は 「大 体 で きて い る 」と回 答 した 企 業 。
　 　 　 ・１％ 未 満 の 少 数 回 答 として （全 産 業 ）、 「コ ス トの 削 減 」「取 引 金 融 機 関 ・社 債 権 者 との 関 係 強 化 」
　 　 　 　 「官 公 庁 ・公 的 機 関 との 関 係 強 化 」「売 上 数 量 の 増 加 」「販 売 先 ・納 入 先 との 関 係 強 化 」が あ る 。
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（図 78）ＣＳＲの取り組みに対する支援策の必要性（中小企業） 

(サプライチェーン関連：単数回答) 
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「販売先・納入先からの期待・要請」
回答企業（Ｎ＝139）

（％）

不可欠 必要性が高い 何とも言えない 必要性は低い 不要

(注）・四捨五入の関係上、構成比の合計が１００にならない場合がある。
　　 ・ＣＳＲに取り組む目的・理由の対象は、「ＣＳＲ全般」に対する自己評価に「十分行えている」または
　　　「大体行えている」と回答した企業。

 
 


